























しかしその様相は，近年異なってきている．売上高こそ，2008年 3月期も日本郵船が 2兆 5846
億円である一方で商船三井が 1兆 9456億円となり約 2/3であるが，利益率で大きく異なるのである．

















































































































































































































には北米 4航路で日本の海運 6社は 640億円もの赤字を計上していた 8）．1987年には，ついに運輸
省が聞取りに乗り出すほどであった．その後，昭和海運が定期航路部門から撤退，1989年にはジャ
パンラインと山下新日本汽船が合併し，6社体制は終わりを迎えていく．1991年には，日本郵船が
6） 『日経産業新聞』1983年 9月 28日，p. 28.
7） その後，1986年に入ってから，「日本郵船と昭和海運」，「商船三井と川崎汽船」，「ジャパンラインとエバー
グリーン」，「山下新日本汽船とネプチューン・オリエント・ライン，オリエント・オーバーシーズ・コンテ
ナ・ライン」の 4グループに分離した（『日経産業新聞』1986年 5月 10日，p. 10）．
8） 『日経産業新聞』1987年 1月 30日，p. 16．1987年 2月 27日，p. 16．なお，1985年度の赤字額は 550億
円だったという．

































10） 『日経産業新聞』1989年 10月 9日，p. 2.
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11） 『日経産業新聞』1997年 3月 25日，p. 17.
12） 『日経ビジネス』1998年 5月 25日号，p. 73．アライアンス形成当時，生田氏は専務である．
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APLを買収したもののグローバル・アライアンスに参加していく．構成メンバーが大きく変わっ
たグローバル・アライアンスは，ザ・ニューワールド・アライアンスと改称していった．ネドロイ




各社は欧州航路でアジア発を 3回，日本発を 2回，北米航路も日本・アジア発を 1回値上げしたと











13） 『日経産業新聞』1998年 10月 9日，p. 15.















































16） 『日経産業新聞』2002年 12月 20日，p. 26．2003年 12月 11日，p. 22．
17） 『日経産業新聞』2005年 8月 2日，p. 19.













商船三井が LNG船に乗り出したのは，1983年のことである．同年 8月に日本初の LNG船が就
航し，大手 6社が共有するかたちで 1983年度中に 5隻が就航していった．このうち商船三井の所
有分は 1.6隻分であった．1990年代に入ってもタンカーや LNG船に力を注ぎ，日本郵船を抜いて













イタリアなどに向けた LNG輸送契約を結んでいる．契約は，2005年 5月からの 25年間である．
LNG船事業は，長期契約に基づいているため，安定収益が期待できる事業であった．商船三井と
18） 『日経産業新聞』1998年 11月 22日，p. 1.































20） 『日経ビジネス』2003年 10月 6日号，p. 20.
21） 『日経産業新聞』2003年 12月 12日，p. 19.
22） 『日経産業新聞』2003年 12月 12日，p. 19.
23） 『日経産業新聞』2003年 12月 12日，p. 19.
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まず図 10から 1996～ 2001年度の動きを見ると，日本郵船の回帰係数 0.71，定数項 247,013に
対し，商船三井がそれぞれ 0.78と 128526となっている．続いて 2002～ 2007年度の動きを見ると，


























































26） 『日本経済新聞』2008年 12月 9日．
27） 『日本経済新聞』2008年 12月 2日．
28） ちなみに，トヨタ車は日本郵船と川崎汽船が担い，日産車は商船三井，というように明確に分類されていた．
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Comparing the Top Two Japanese Shipping Agents’ 




The aim of this paper is to compare strategies of Japanese top two shipping agents. It is often said 
that marine shipping industries are so vulnerable to economic environment that they can hardly manage 
it. If this is true, their performances are expected to move parallel. However, in terms of profit, 
performances have gradually moved very differently. We explain how two agents developed their 
strategies and have come to this difference.
